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ＬＰガスの商慣習是正に向けた制度見直しについて 

 

 

国土交通省から標記についての周知依頼がありましたのでお知らせします。詳細は別添

資料をご参照ください。 

 

記 

 

１．概   要 液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律施行規則の

改正（令和６年４月２日公布）により、ＬＰガスの商習慣是正に向けた

制度見直しが行われるが、不動産関係者等に対しても、次の対応が求め

られている。 

①ＬＰガス事業者は、過大な営業行為が禁止（令和６年７月２日施行）

されるので、不動産関係者等は、そのような営業行為に応じないこと。

また、そのような利益供与を求めないこと。 

②ＬＰガス事業者は、賃貸集合住宅の入居希望者に対して、ＬＰガス

料金表等を，事前に入居希望者に直接、またはオーナー、不動産管理

会社等を通じて提供（令和６年７月２日施行）することになるので、

不動産関係者等は、それを踏まえて入居希望者に適切に情報提供

すること。 

２．通知等資料 ＬＰガスの商慣行是正に向けた制度見直しの周知について（依頼）

（令和６年５月１７日 事務連絡） 

①（別添）     〃     （令和６年５月１７日 経済産業省

資源エネルギー庁資源・燃料部燃料流通政策室） 

②（参考１）ＬＰガスの商慣行見直しに係る制度見直しの概要 

③（参考２）関係条文及び解説 

※資料③は全住協ＨＰにも掲載。 

３．参 考 Ｈ Ｐ (1)「液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律施行

規則の一部を改正する省令」を公布しました（経産省ＨＰ） 
https://www.meti.go.jp/press/2024/04/20240402001/20240402001.html 

(2)賃貸集合住宅におけるLPガス料金の透明化（資源エネルギー庁ＨＰ） 
https://www.enecho.meti.go.jp/category/resources_and_fuel/distributio

n/lpgass_chintai/index.html 

４．問 合 せ 先 （一社）全国住宅産業協会 担当：原田 

          ＴＥＬ ０３－３５１１－０６１１          以 上  



 

事 務 連 絡 

令和６年５月 17日 

業界団体の長あて 

国土交通省 不動産・建設経済局 不動産業課 

国土交通省 不動産・建設経済局 参事官（不動産管理業） 

国土交通省 不動産・建設経済局 建設業課 

国土交通省 住宅局 参事官（マンション・賃貸住宅担当） 

国土交通省 住宅局 住宅生産課 

 

ＬＰガスの商慣行是正に向けた制度見直しの周知について（依頼）  

 

平素より国土交通行政の推進にご理解とご協力をいただきありがとうございます。 

標記について、資源エネルギー庁より国土交通省に対して別添のとおりＬＰガスの商慣行

是正に向けた制度見直しについて周知依頼がありました。 

今般の制度見直しは、賃貸集合住宅等におけるＬＰガス料金に関する商慣行を是正するた

め、液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律施行規則（以下「液石法施行

規則」という。）を改正し、ＬＰガス事業者が不動産関係者・建設業者に対し、設備貸与や

配管工事、紹介料などの形で過大な利益供与を行うことや、ＬＰガス料金として、ＬＰガス

とは関係のない費用を入居者に請求することを禁止するなどの措置を講じたものです。今回

の制度見直しも踏まえ、ＬＰガス事業者や不動産関係者・建設業者がこれまでの商慣行を是

正していくことが求められております。 

つきましては、貴団体におかれましては、消費者（賃貸集合住宅の入居者・戸建て住宅の

所有者）の利益保護を図る観点から、別添の液石法施行規則の改正内容とともに、下記の対

応を貴団体加盟の会員企業に周知いただきますようお願いいたします。 

                   

                   記 

 

ＬＰガス事業者が自社の利益誘導のために過大な営業行為をする一方で、ＬＰガス事業者

が不動産関係者・建設業者から利益供与を要求される場合があり、それを断るとＬＰガス供

給を受注できなくなるため、受け入れざるを得ないといった取引関係があるとの指摘が経済

産業省に寄せられております。今後、不動産関係者・建設業者が、ＬＰガス事業者に対し、

液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律に係る規律違反に該当する利益

供与等を求めることがあった場合、当該行為は、取引先に対してコンプライアンス違反を求

めるものとして問題となりえることから、不動産業界・建設業界への信頼を損なわないよう

にするためにも、今回の液石法施行規則の改正趣旨についてご理解いただき、以下の対応を

お願いいたします。  

 



①「過大な営業行為の制限」（２０２４年７月２日施行）により、ＬＰガス事業者が行うい

わゆる無償貸与や無償での配管工事の請負、紹介料の支払い等の利益供与をはじめとする

過大な営業行為が禁止となることを踏まえ、そのような営業行為には応じないこと、もし

くは、ＬＰガス事業者に対してそのような利益供与を求めないこと。また、問題行為に接

した場合、資源エネルギー庁が開設した「ＬＰガス商慣行通報フォーム」 

https://mm-enquete-cnt.meti.go.jp/form/pub/shigen-nenryo/tsuhoform 

に情報提供すること。 

 

②「ＬＰガス料金等の情報提供」（２０２４年７月２日施行）により、本年２月２９日付け

の周知内容（消費者が賃貸借契約を締結する前にＬＰガス料金の多寡を知った上での入居

を可能とするという仕組み）が法定化され、ＬＰガス事業者から、ＬＰガス料金表等の情

報があらかじめ提供されていることが前提となることを踏まえ、賃貸借契約を締結する前

の消費者に対し、当該ＬＰガス料金表等の情報を適切に提供すること。（なお、ＬＰガス

料金表等の情報があらかじめＬＰガス事業者から提供されていない場合においては、賃貸

借契約を締結する前の消費者に対し、ＬＰガス事業者に直接要請を行うことによりＬＰガ

ス料金表等の情報の提示を受けることができる旨を、情報提供することが考えられる。） 

 

③「三部料金制の徹底（設備費用の外出し表示・計上禁止）」（２０２５年４月２日施行）

により、ＬＰガス事業者は、消費者が負担するＬＰガス料金に係る新規契約においては設

備費用の計上をしないことが求められるだけでなく既存契約（施行時点で締結済みのＬＰ

ガス消費に係る販売契約）についても設備費用の外出し表示を求められること等を踏ま

え、ＬＰガス事業者からの三部料金制の施行に向けた相談があった場合には対応するこ

と。 

 

以上 

https://mm-enquete-cnt.meti.go.jp/form/pub/shigen-nenryo/tsuhoform

















